
実需給期間に向けた準備状況について

（容量停止計画の調整（対象実需給年度:2024年度））

2022年4月11日

容量市場の在り方等に関する検討会事務局※

※本検討会は、資源エネルギー庁と電力広域的運営推進機関の共同事務局により開催している。
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1１．はじめに

 容量提供事業者が行う実需給期間前のリクワイアメントとして、容量停止計画の調整業務（対象
実需給年度:2024年度）が2022年7月より開始される。

 容量停止計画の調整業務は、対象となる電源が定期補修等で出力が停止または抑制する時期を
実需給年度の2年前に調整することで、各エリア・各月の供給信頼度を確保するものとなっている。

 容量停止計画の調整業務は、容量提供事業者や市場管理者にとって重要な業務であり、かつ初め
て調整業務が行われることから、手順等の周知を容量提供事業者に向けて丁寧に図っていく必要が
あると考えている。本日は、本業務の準備状況をご報告する。



2（参考）容量停止計画の調整業務の全体イメージ

 第25回容量市場検討会において、容量停止計画の調整フローについて検討を行い、供給信頼度評
価の提示情報を確認しながら、容量提供事業者が自らの容量停止計画を調整することとした。

第25回容量
市場の在り
方等に関す
る検討会資
料より



3２．容量停止計画の調整業務の概要
①定期補修・中間補修等の容量停止計画

 容量提供事業者は、実需給期間中に定期補修・中間補修等の容量停止計画がある場合は、定め
られた提出期限までに容量停止計画を提出する。

 容量停止計画は、供給力の停止等を行う期間と、それにもとづく出力可能量の算定内容を、容量
停止計画※として提出する。

【条件】
・供給力:1,000kW（送電端）
・4月10日～5/5日まで計画補修
・算定期間:月間

【算出】
停止電力の月平均値
1,000kW×（20日÷30日）＝666.7kW(4月)
1,000kW×（ 5日÷31日） ＝161.3kW(5月)
月平均した供給力（出力可能容量※1）
1,000kW－666.7kW＝333kW(4月)※2

1,000kW－161.3kW＝838kW(5月)※2

※1:調整係数が適用される場合は反映
※2:小数点以下第1位切り捨て

【条件】
・供給力:1,000kW（送電端）
・6月10日～20日まで計画補修
・算定期間:後半※1

【算出】
停止電力の月平均値
1,000kW×（5日÷16日）＝312.5kW
月平均した供給力（出力可能容量※2）
1,000kW－312.5kW＝687kW※3

※1:31日の月は16日～31日(16日)となる
※2:調整係数が適用される場合は反映
※3:小数点以下第1位切り捨て

【条件】
・供給力:1,000kW（送電端）
・4月1日～10日まで計画補修
・算定期間:月間

【算出】
停止電力の月平均値
1,000kW×（10日÷30日）＝333.3kW
月平均した供給力（出力可能容量※1）
1,000kW－333.3kW＝666kW ※2

※1:調整係数が適用される場合は反映
※2:小数点以下第1位切り捨て

月平均値の算出例（月間） 月平均値の算出例（後半） 月平均値の算出例（月を跨ぐ作業）

※電力需給バランスに係る需要及び供給力計上ガイドラインに基づき算定する。
※容量停止計画は、号機単位で月平均値として算定する。



4２．容量停止計画の調整業務の概要
②容量停止計画の提出

 容量提供事業者は、以下のいずれかの方法で容量停止計画を提出する。
① （方法その１）容量市場システムを用いて提出

② （方法その２）広域機関システムに提出した作業停止計画との紐付情報を提出し、市場管理者が容量
市場システムに登録※

容量市場
システム

①直接提出

②紐付情報提出

本機関が変換し登録

事業者コード 電源等識別番号 枝番 広域受付番号

0123 0123456789 1 0123456
0123 0123456789 2 0123457 
0123 1234567890 1 0123458
… … … …

（容量提供事業者） （本機関）

＜容量停止計画の提出イメージ＞

※方法その２は、別途、広域機関システムに作業停止計画を提出している場合において選択可能

広域機関システム
に作業停止計画を

提出



5２．容量停止計画の調整業務の概要
③容量停止計画の変更等の調整

 市場管理者は、提出された容量停止計画を集計し、各エリア・各月の供給信頼度の評価を行い、
算定結果を容量提供事業者に提示する。

 基準を満たしていないエリア・月に容量停止計画を提出している電源は調整不調電源となるため、容
量提供事業者は、提示された算定結果をもとに停止時期の調整を行う。

 再提出された調整後の容量停止計画をもとに、市場管理者は供給信頼度の評価を行い、新たな算
定結果を踏まえて期間中※に繰り返し調整を実施することを可能とし、供給信頼度の基準を満たすこ
とを関係者が確認しながら収束を図っていく。

追加設備量を利用

供給信頼度に影響

落札量

作業停止量

電源A

電源B
電源C

電源D

電源E

電源F

電源I

電源J

電源K

電源G

電源H

追加設備量を利用

供給信頼度に影響

落札量

作業停止量

電源A
電源C

電源D

電源E

電源F

電源I

電源J
電源K電源G

電源H
電源B

調整を行った作業停止量

・6月、11月が供給信頼度の基準（追加設備量を利用）を満たしていない月
・10月、3月が供給信頼度の基準（供給信頼度に影響）を満たしていない月
・上記の月に容量停止計画を提出している電源が計画不調電源

需要 需要

・電源B、電源G、電源Kが作業調整
・6月、11月が供給信頼度の基準を満たし、調整不調が解消
・10月、2月、3月については引き続き作業調整を検討

＜作業停止量の集計と作業調整のイメージ＞

電源B 電源G
電源K

（調整前） （調整後）

※調整を行う期間は11～12月で設定。必要に応じて一定の期間延⾧を行う。



6（参考）調整による供給力への影響回避のイメージ

 容量提供事業者は、対象となる電源が調整不調電源となっている場合、作業日程や作業内容等
の変更を検討し、出力可能量を増加する等の調整を行う。例えば、以下のような方法が検討される。
 作業日程の調整として、供給信頼度の基準を満たす月に作業日程の全部又は一部を移動することで、供

給信頼度を満たしていない月の出力可能量を増加

 作業内容の調整として、作業内容を見直すことで作業日程の短縮や停止電力を減少

追加設備量を利用

供給信頼度に影響

落札量

作業停止量

電源A
電源C

電源D

電源E

電源F

電源I

電源J
電源K電源G

電源H
電源B

調整を行った作業停止量需要

＜調整による供給力の影響＞

電源B 電源G
電源K

（調整後） 【条件】
・電源B:1,000kW（送電端）
・6月1日～10日までの計画補修期間を5月27日～6月5日に変更
・6月算定期間:月間

【試算】
（調整前）
停止電力の月平均値（6月）
1,000kW×（10日÷30日）＝333.3kW
月平均した供給力（6月）（出力可能容量）
1,000kW－333.3kW＝666kW

（調整後）
停止電力の月平均値（6月）
1,000kW×（5日÷30日）＝166.7kW
月平均した供給力（6月）（出力可能容量）
1,000kW－166.7kW＝833kW

（作業調整による供給力の増分）
167kW ＝ 833kW ー 666kW

例:電源Bが作業日程を調整した場合の供給力影響



7（参考）期間中における、容量停止計画の調整のステップについて

 第30回容量市場検討会において、停止時期の変更を検討するにあたり、ステップを設けて段階的に
調整することとし、ステップ毎に作業を確定させながら、調整対象の停止計画を徐々に減らすこととした。

 ステップが進むと、調整対象が減ることとなり、作業停止量の変動が小さくなり調整が進みやすくなる。



8２．容量停止計画の調整業務の概要
④容量確保契約の減額の確定

 調整期間終了後に、供給信頼度の基準を満たしていないエリア・月に容量停止計画を提出している
電源について、調整不調電源として確定した場合は、容量確保契約金額の減額が行われる。

 容量確保契約金額に対して、供給信頼度の確保状況により以下の算定が行われる。
 減額される金額（追加設備量を利用） ＝ 容量確保契約金額×経過措置係数×0.3%×調整不調の日数

（追加設備量を利用する量の割合で補正）

 減額される金額（供給信頼度確保に影響） ＝ 容量確保契約金額×経過措置係数×0.6%×調整不調の日数

（追加設備量を利用する量および
供給信頼度確保に影響を与える量の割合で補正）

追加設備量を利用

供給信頼度に影響

落札量

作業停止量

電源A 電源D
電源C

電源E

電源F

電源I

電源J
電源K電源G

電源B
電源H

需要

減額率の考え方（例）

電源D

電源E

電源F

落札量

追加設備量を利用

供給信頼度に影響

10月

＜前提＞
作業可能量:6
追加設備量:4
作業停止量:12（電源D:3、電源E:5、電源F:4）
追加設備量を利用する量:4
電源D、電源E、電源F が調整不調電源で確定

＜減額率の補正＞
減額率（補正後） ＝0.2%/日＝ 0.1%/日＋0.1%/日
追加設備量を利用 ＝0.1%/日＝0.3%/日×4/4×4/12
供給信頼度に影響 ＝0.1%/日＝0.6%/日×2/12

電源K
落札量

追加設備量を利用

供給信頼度に影響

2月

＜前提＞
作業可能量:2
追加設備量:4
作業停止量:4（電源K:4）
追加設備量を利用する量:2
電源Kが調整不調電源で確定

＜減額率の補正＞
減額率（補正後） ＝0.075%/日
追加設備量を利用 ＝0.075%/日＝0.3%/日×2/4×2/4

調整後の供給信頼度の確保結果

追加設備量を利用
する量で補正

作業停止全量の
割合で補正

追加設備量を利用
する量で補正

作業停止全量の
割合で補正



9（参考）容量停止計画調整のツールの準備

 容量停止計画の調整業務を支援するため、「容量停止計画調整ツール」の準備を進めている。
 容量停止計画調整ツールでは、次の業務を支援することを予定している。

① 容量提供事業者が容量停止計画を提出する手続の支援

② 各エリア・各月の供給信頼度の確保状況の算定、算定結果の提示資料の作成



10３．今後のスケジュール

長期固定電源の
容量停止計画（年間）提出

提出期限

容
量
市
場
に
お
け
る
主
な
手
続
き

本業務マニュアル
公表（予定）

意見募集

説明会(予定)

2021年度 2022年度 2023年度
3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

凡例

：情報共有

：手続き

 容量停止計画の調整業務について、容量市場業務マニュアル（容量停止計画の調整業務編）の
意見募集が3月16日～4月5日の期間で実施されたところ。

 マニュアル案に関して意見をいただいており、意見募集の結果を踏まえながら、4月末頃を目途に業務
マニュアルの公表を予定している。

 さらに、5月頃に事業者向け説明会の開催を予定し、発電事業者を中心に、容量停止調整の業務
内容を丁寧に説明していくとともに、意見募集でいただいた質問等も分かりやすく周知を行っていく。

流通設備作業の
情報共有

⾧期固定電源以外の
容量停止計画（年間）提出

提出期限

容量停止計画の調整

容量確保契約金額の
減額算定

停止計画
の共有

停止計画
の共有

事業者向け説明会

業務マニュアル公表

容量停止計画
の調整実施

（11-12月）

供給信頼度の評価の算定結果



11（参考）容量市場に関連する業務マニュアル等の準備状況

 容量市場の実需給期間に向けて、順次、具体的な業務マニュアル等の準備と公表を進めている。

・2024年度向け:公表済
・2025年度向け:今後公表予定

関連文書等 概要

（今後公表予定）

・2024年度向け
（意見募集後に公表）

公表状況

公表済

・2024年度向け:公表済
・2025年度向け:公表済

・2024年度向け:公表済
・2025年度向け:公表済

（今後公表予定）

（今後公表予定）

公表済

容量市場
募集要綱
※1※2

容量市場
業務マニュアル

※1※2

容量市場
システム

マニュアル※3

容量市場
メインオークション

募集要綱

メインオークションの
参加登録編

メインオークションへの応札・
容量確保契約書の締結編

• 容量市場へ参加希望する電気供給事業者に対して求める条件や参加方法等を規定
（様式１）容量市場への参加登録申請に伴う誓約書
（様式２）期待容量等算定諸元一覧
（様式３）発動指令電源のビジネスプラン申請書

• 参加登録申請の手順、提出書類等について記載

• 容量市場システムのログイン方法や入力方法、画面等、操作方法等について記載

その他は順次発行予定

その他は順次発行予定

容量
市場
関連
文書

※1:初回策定や大きな変更時は意見募集を行います ※2:対象実需給年度毎に公表します ※3:対象実需給年度に依らず共通です

• メインオークションの応札情報の登録から、容量確保契約書の締結までについて記載

事業者情報・電源等情報登録
期待容量登録・応札・契約
電源等差替・実効性テスト

その他は順次発行予定

実需給前に実施すべき業務
（全般）編

電源等差替編

• 余力活用契約・給電申合書等の締結、電源等情報の追加登録、FIT法適用の電源ではな
い場合の異議申立、事業者の退出表明に基づく市場退出の手順、提出書類等について記載

• 電源等差替の手順、提出書類等について記載

契約書
• 容量提供事業者に求められる要件、容量確保契約金額その他の契約条件を規定

容量確保
契約書
※1※3 容量確保契約約款

• 追加オークションの参加登録編、追加オークション・容量確保契約編、アセスメント・ペナルティ編、
容量確保契約金額・容量拠出金編、等

• 容量停止計画管理等

• 追加オークション募集要綱、特別オークション募集要綱、等

容量停止計画の調整業務編 • 容量停止計画の提出・作業調整手順等について記載

実効性テスト編 • 電源等リストの登録・実効性テストの手順、提出書類等について記載


